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◇表紙写真説明◇

さまざまな大きさの地震に対応できる制震工法 クロスダンパー
写真提供：㈱大林組

2016 年の熊本地震で損傷を受けた熊本城天守閣の耐震改修工事が進捗中である。この工事には，数
種類の耐震補強技術が採用されている。その内のひとつが，右下に示す「クロスダンパー」である。中
小地震には高い剛性により耐震性能を向上し大地震時には制震効果を発揮する摩擦ダンパーと，中小地
震から大地震まで制震に効果的なオイルダンパーを交差して組み合わせた省スペース型のダンパーで
ある。

2018年（平成 30年）12月号 PR目次
【ア】
ヴィルトゲン・ジャパン㈱…表紙４
朝日音響㈱……………………後付１

【カ】
コベルコ建機㈱………………表紙２
【タ】
デンヨー㈱……………………後付６

大和機工㈱……………………後付５
【マ】
マシンケアテック㈱……後付２・３
マルマテクニカ㈱……………後付７

三笠産業㈱……………………後付８
㈱三井三池製作所……………表紙３
【ヤ】 
吉永機械㈱……………………後付５


